
4 労働力供給と経済成長との関係の見通し

労働市場-の参加が進むケ-スでは.労働市場-の参加が進まないケ-スと比べて.労働力供給の
減少幅を2004年-2015年で年率0. 4%ポイント程度. 21o15年-2030年で年率0. 3%ポイント程度抑える
ことが可能となるo.
これに加えて労働生産性の向上を期待すると.二定程度の経済成長く2004年-201.5年で年率1. 8%

程度. 2015-2030年で年率1. 6.%程度1が達成され.活力ある経済社会の実現も可能となる8
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2004年は総務省統計局 r労働力詞査J . 2015. 2030年は厚生労働省職業安定局の推計く2005年7月Iによる.
く注1 1. r労働市場ヘの参加が進まないケ-スJとrL性.一 年齢別の労働力率が2004年の実績と同じ水準で推移する

と便定したケTス.このケ-スでIi 実質軽済成長率を2004-2015年で年率0.7%程度へ

2015-2030年で年率0二6%程度と見込んでいるb
---pI

P芦. r労働市場ヘの参加が進むケI-スJ-とは.二各種施兼を講じることにより.pより多くの者が働くことが可能とな
1.J., -つたLt億定したケ-ス..このケ二スでばi.実質経済成長率を2004-2015.年で年率1.8触程喪, 2015T2030年...-.

で年率1.6%程度と見込んでいる.

-.-二aェ争々の数値は年率琴算の伸ぴ率であるD JJ

4-J.三の推計においてIi葡二一.丁社会保瞳制膚専の労働力需絵rt与える彰響については必車しも十如こは考慮して -J

いないが.こうした制度の変更が労働力需給両面に影響を及ぽす可能性があることには留意する必要がある.
く参考1 rB本21世紀ビジョンJでIL 2006年-2012年までの労働生産性上昇率を2%弱.実質経済成長率を1 %台半ば.

2013年- 2020年まやの労働生産性上昇率を2%程度.実貫経済成長率を2%程度. 2020年- 2030年までの

労働生産性上昇率を2%強..実質潅済成長率を1 %台半ばと見込んでいるo


